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 本稿では、先日オーストラリアで開催された 17th 

World Hydrogen Energy Conferenceの政策分科会の

概要について雑感を含め報告する。 

 

【概 要】 

 

会議日程： 2008年6月15(日)〜6月19日(木) 

場  所： オーストラリア ブリスベーン 

 

 カンファレンスでは 5 つの会場にわかれ、政策、化

石燃料・原子力・再生可能エネルギーからの水素製造、

インフラ基盤、貯蔵および輸送、燃料電池の技術開発

と幅広く報告がなされた。政策関連では 5 つのテーマ

――International and National Programs‖ 、 

‖Vision‖、 ‖IEA‖、 ‖Commer  -cialisation 

and Investment‖、‖Government Policy and 

Support‖—に分かれて分科会が進行し、ドイツを中

心に欧州諸国からの報告が目立った。日本からも多く

の参加者があり(特に技術開発分野での発表が多く)、

EU、アメリカと並んでフロントランナーとして水素エ

ネルギー技術開発を推進しているのを感じた。 

 

【政策分科会】 

 

1. 各国の政策の現状 

 

 政策分科会では3日間で40近い口頭発表が行われた。

著者は参加しなかったが、これとは別に水素ロードマ

ップワークショップが開催され、EU・アメリカの水素

エネルギー導入ロードマップの比較、オーストラリア、

ニュージーランド、その他いくつかの国のロードマッ

プの報告もなされたようである。政策分科会において

最も活発な印象を受けた国/地域はドイツを中心とする

EU、スカンジナビア諸国である。反対に、アジア圏か

らの報告は日本と中国、インドがそれぞれ 1 つと、欧

州並びに北米と比べると、この分野の戦略は地味に感

じられた。また、EU、アメリカ、日本以外の国々—ブ

ラジル、ポルトガル、ロシアなど—の報告も行われた

が、国内のポテンシャルに触れる程度がほとんどで、

具体的な計画や実証事業等が始まっている国はほとん

ど存在していない 1)2)3)。 

 3 日間のカンファレンスで最も多く聞かれたフレー

ズは「鶏が先か卵が先か」である。鶏が先か卵が先か

の筋書きは論争され続けているが、今回特に強調され

たこのフレーズは、水素・燃料電池テクノロジーの市

場が現在ターニングポイントにきており、EU、スカン

ジナビア諸国、アメリカ等をはじめとして水素経済社

会実現へ向けての政策的戦略を描き始めた段階にきて

いることを物語っている。EU をリードするドイツで

は、デモンストレーション段階から実証段階へとまさ

に移動したときであり 4)、後述するようにアメリカで

も初期市場形成への戦略へと動いている。 

 

2. 政策的戦略の必要性 

 

 他の代替燃料 (バイオ燃料、NG、電気自動車など)

と異なり既存のエネルギーシステムにより容易に移行

できない水素エネルギー経済は、政策的なサポートと

いう最も強力なドライバーなしに実現は難しく、いか

に政府に働きかけて市場形成を行ってゆくかが鍵とな

る。政府は、政策(例えば税額控除やローン保証)によっ

て新しい技術の市場形成、および市場(導入へ)の拡大を

促し、また政府自体が初期採用者(アーリーアドプター)

となり初期のニッチ市場を刺激することが可能である。

例えばアメリカでは、初期市場として、34州で(軍施設

も含め)倉庫内や配送センターのフォークリフト、通信
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のバックアップ電源、緊急時/災害時対応の可搬型電源、

空港用地上支援装置などへの燃料電池利用を開始して

いる 5)。これらは、DOEの水素プログラムの支援を受

けている。また、コスト面でのギャップを補うために

は、技術的革新、排出量取引、異なる課税システムな

ど複合的な政策の導入も必要となってくる。 

 欧州では、例えばドイツは 2008 年 2 月に水素と燃

料電池技術に関する国家組織（National Organization 

for Hydrogen and Fuel Cell Technology）を設立し政

策、科学、産業を統合した活動を開始している 6)。ア

メリカの DOE は他の連邦機関や州政府、産業界と恊

働し燃料電池の初期採用の促進、産業のために短期市

場形成、投資家/エンドユーザーに対する情報公開を行

っている 5)。しかし、日本においては企業・研究所が

中心となって活発に技術開発を行っているが、今回の

政策分科会で見られたように政府を巻き込んでの政策

的戦略に弱さを感じる。水素/燃料電池市場の形成、コ

ストダウンを促進する税制等の政策的戦略、さらには

長期的には海外からの水素輸入を余儀なくされるであ

ろう日本において、フロントランナー以外の国々を巻

き込んだ国際的な水素供給パートナー／システム構築

にまで視野を展開できる産官学連携型の組織形成が必

要になってくるのではないかと思う。 
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